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   令和６年度瀬戸市下水道事業会計決算の認定について 
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決 算 報 告 書 類



（ １ ） 収益的収入及び支出

（収　　　　　　入）

第１款 下水道事業収益

　第３項 特別利益

（支　　　　　　出）

予　備　費 流　    用

支　出　額 増  減  額

　第３項 特別損失 3,000 0 0 3,000

※　収益的支出のうち処理場管理費 463,751,839円に充てるため、下水道事業基金 115,229,268円を取り崩した。

小　　　計

予　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算

0 0

予  算  額

△ 21,631,000

2,430,000

　第４項 予備費

2,237,295,000

2,120,620,000

111,672,000

5,000,000 0

△ 19,201,000

3,000 0

 よる支出額

 地方公営企業

 ３項の規定に

区　　　　　　分

0

0

0

0

△ 2,512,826

2,512,826

0

当初予算額

補    　正

0

第１款 下水道事業費用

　第１項 営業費用

令 和 ６ 年 度 瀬 戸 市

　第２項 営業外収益 1,413,881,000 3,638,000 0

　第２項 営業外費用

0

2,218,094,000

区　　　　　　　　分

　第１項 営業収益

予　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算

補  正  予  算  額当  初  予  算  額

2,378,662,000

964,778,000

2,096,476,174

116,614,826

△ 15,563,000

△ 19,201,000 0

0

0

0

0

 地方公営企業法第２４条

 第３項の規定による支出

 額に係る財源充当額

5,000,000

0

 法第２４条第
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 下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

（単位 ： 円）

71,707,350円）

829円）

（単位 ： 円）

 地方公営企業

 地方公営企業  法第２６条第

 法第２６条第  ２項の規定に

 ２項の規定に  よる繰越額

 よる繰越額

（うち仮払消費税及び地方消費税

55,398,734円）

0 0 3,000

0

0

決 算 額 の 増 減

△ 60,814,462

2,153,784,599 0

2,290,042,144 △ 73,056,856

合　　　　　　計

決　　　算　　　額

　　額

1,417,519,000 1,405,279,606 △ 12,239,394

0 △ 3,000

2,037,582,916

116,201,683

884,762,538

決　　　算　　　額

　　額

0

0

0 116,614,826

2,096,476,174

2,218,094,000

合　　　　　　計

2,363,099,000

945,577,000

3,000

（うち仮受消費税及び地方消費税

備　　　　　　　　　考

予 算 額 に 比 べ

（うち仮受消費税及び地方消費税

0

00

3,000

5,000,000 0

不 　用 　額

64,309,401

58,893,258

413,143

5,000,000

備　　　　考
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（ ２ ） 資本的収入及び支出

（収　　　　　　入）

（支　　　　　　出）

予 備 費 継続費逓次

支 出 額 繰　越　額

第１款

　資本的支出

　第１項

　　建設改良費

　第２項

　　企業債償還金

　第３項

　　その他資本的支出

　第４項

　　予備費

※　資本的収入額（翌年度へ繰越される支出の財源充当額 44,730,000円を除く。）が資本的支出額に不足する額 463,751,839円は、

　239,426,365円及び当年度分損益勘定留保資金 50,161,868円で補填した。

 第６項 固定資産売却代金 1,000 0 1,000 0

0 3,349,230,000 753,900,000 0

 第７項 その他資本的収入 1,000 0 1,000 0

小　　　計
 法第２６条の

区　　　　　　分

　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　

 繰　 越　 額

3,375,913,000 △ 26,683,000 0

区　　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算

 第１項 企業債 1,571,800,000 104,900,000 1,676,700,000 345,000,000

第１款 資本的収入 2,911,392,000 △ 25,559,000 2,885,833,000 692,850,000

当  初  予  算  額 補  正  予  算  額 小　　　  　計

地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ６

条の規定による繰越額

に係る財源充当額ああ

 第２項 他会計出資金 197,262,000 0 197,262,000 0

 第５項 負担金等 63,112,000 230,000 63,342,000 0

 第３項 他会計補助金 101,103,000 △ 10,626,000 90,477,000 0

 第４項 補助金 978,113,000 △ 120,063,000 858,050,000 347,850,000

当初予算額 補正予算額

流　　 用  地方公営企業

 規定による　

増 減 額

667,547,000 △ 1,187,000 0 0 666,360,000 0 0

02,707,266,000 △ 25,496,000 0 0 2,681,770,000 753,900,000

1,000,000 0 0 0 1,000,000 0 0

100,000 0 0 0 100,000 0 0
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（単位 ： 円）

継続費逓次

繰越額に係る

財源充当額

0 3,578,683,000

0 197,262,000

0 90,477,000

0 1,205,900,000

0 63,342,000

0 1,000

0 1,000

（単位 ： 円）

　　額

 地方公営企業

 法第２６条の

 規定による

 繰　 越 　額

（うち仮払消費税及び地方消費税

174,308,007円）

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 113,113,606円、繰越工事資金 61,050,000円、過年度分損益勘定留保資金

0 △ 1,000

100,000 23,950 0 0 0

4,103,130,000 2,656,271,022 1,332,955,000 0 1,332,955,000

0 0 0

2,598,830 2,597,830

決　　算　　額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不 　用 　額

繰　越　額

備　　　　考

　　　額

決　　　算　　　額

△ 1,341,433,817

0 2,021,700,000 1,289,600,000 △ 732,100,000

2,237,249,183

備　　　　　　　　　考

合　　　計
決 算 額 の 増 減

予 算 額 に 比 べ

241,498,075 44,236,075

68,577,192 5,235,192

90,669,286 192,286

544,305,800 △ 661,594,200

合　　　計

継続費逓次

合　　　計

113,903,978

112,827,844

666,360,000 666,359,916

3,435,670,000 1,989,887,156 1,332,955,000 0 1,332,955,000

84

0 1,000,0001,000,000 0 0 0

76,050
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１　営業収益 円 円 円

（１）下水道使用料 717,073,501

（２）他会計負担金 95,211,687

（３）その他営業収益 770,000 813,055,188

２　営業費用

（１）管渠管理費 64,911,219

（２）処理場管理費 468,360,407

（３）総係費 130,157,233

（４）減価償却費 1,308,757,929

（５）資産減耗費 9,997,394 1,982,184,182

営業損失 1,169,128,994

３　営業外収益

（１）受取利息 23,950

（２）他会計補助金 401,653,000

（３）長期前受金戻入 912,983,249

（４）雑収益 1,279,689 1,315,939,888

４　営業外費用

（１）支払利息 113,438,857

（２）雑支出 10,228,098 123,666,955 1,192,272,933

経常利益 23,143,939

令和６年度瀬戸市下水道事業損益計算書
（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）
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５　特別利益 円 円 円

（１）固定資産売却益 0

（２）過年度損益修正益 0

（３）その他特別利益 0 0

６　特別損失

（１）固定資産売却損 0

（２）過年度損益修正損 0

（３）その他特別損失 0 0 0

　　当年度純利益 23,143,939

　　前年度繰越利益剰余金 122,416,888

　　その他未処分利益剰余金変動額 0

　　当年度未処分利益剰余金 145,560,827
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受贈財産
評 価 額

寄附金 補助金 他会計補助金

1,954,812,898 27,986,088 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

減債積立金の積立 0 0 0 0 0

建設改良積立金の積立 0 0 0 0 0

資本金への組入 0 0 0 0 0

248,063,027 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

248,063,027 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

資本金

剰　　　　余　　　　金

資本剰余金

令和６年度瀬戸市下水道事業剰余金計算書

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

処分後残高 1,954,812,898

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

当年度変動額

減債積立金の取崩

27,986,088 0 0 0

0 0

建設改良積立金の取崩

他会計出資金の受入

当年度純利益

当年度末残高 2,202,875,925 27,986,088 0

受贈財産の受入
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資本剰余金
合      計

減債積立金
建設改良
積 立 金

未処分利益
剰  余  金

利益剰余金
合      計

27,986,088 0 0 122,416,888 122,416,888 2,105,215,874

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

(繰越利益剰余金）

122,416,888

0 0 0 23,143,939 23,143,939 271,206,966

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 248,063,027

0 0 0 0 0 0

0 0 0 23,143,939 23,143,939 23,143,939

(当年度未処分利益剰余金)

145,560,827

（単位：円）

剰　　　　余　　　　金

資本合計
利益剰余金

2,376,422,84027,986,088 0

0 122,416,888 2,105,215,87427,986,088 0

0 145,560,827
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（単位：円）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

2,202,875,925 27,986,088 145,560,827

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

（繰越利益剰余金）

145,560,827

建設改良積立金の積立

資本金への組入

処分後残高 2,202,875,925 27,986,088

令和６年度瀬戸市下水道事業剰余金処分計算書

当年度末残高

議会の議決による処分額

減債積立金の積立
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１　固定資産 円 円 円 円

（１）有形固定資産

　イ　土地 897,957,255
　ロ　建物 2,098,486,552
　　　減価償却累計額 △459,104,076 1,639,382,476
　ハ　構築物 34,058,141,587
　　　減価償却累計額 △5,043,098,563 29,015,043,024
　ニ　機械及び装置 5,254,600,436
　　　減価償却累計額 △2,005,065,708 3,249,534,728
　ホ　車両及び運搬具 1,377,699
　　　減価償却累計額 △472,813 904,886
　ヘ　工具器具及び備品 776,376
　　　減価償却累計額 △502,571 273,805
　ト　建設仮勘定 1,463,637,334
　有形固定資産合計 36,266,733,508

（２）無形固定資産

　イ　ソフトウエア 47,100
　無形固定資産合計 47,100

（３）投資その他の資産

　イ　基金 0
　投資その他の資産合計 0
固定資産合計 36,266,780,608

２　流動資産

（１）現金預金 634,538,090
（２）未収金

　イ　営業未収金 140,995,088
　ロ　その他未収金 9,791,677
　ハ　未収消費税及び地方消費税還付金 89,379,697
　ニ　貸倒引当金 △1,986,264
　未収金合計 238,180,198

（３）前払金 80,000,000
（４）その他流動資産

　イ　その他雑流動資産 30,559
　その他流動資産合計 30,559
流動資産合計 952,748,847
資産合計 37,219,529,455

令和６年度瀬戸市下水道事業貸借対照表
（令和7年3月31日）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部
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３　固定負債 円 円 円 円

（１）企業債
※ 10,528,061,271

固定負債合計 10,528,061,271

４　流動負債

（１）企業債
※ 674,485,325

（２）未払金

　イ　営業未払金 66,870,071
　ロ　営業外未払金 235,200
　ハ　その他未払金 174,534,319
　二　未払還付金 10,611,950
　未払金合計 252,251,540

（３）引当金

　イ　賞与等引当金 10,445,319
　引当金合計 10,445,319

（４）預り金 1,000,000
流動負債合計 938,182,184

５　繰延収益

（１）長期前受金

　イ　長期前受金 28,690,665,326
　　　　長期前受金収益化累計額 △5,313,802,166 23,376,863,160
　　長期前受金合計 23,376,863,160
繰延収益合計 23,376,863,160
負債合計 34,843,106,615

６　資本金

（１）自己資本金

　イ　固有資本金 1,280,687,533
　ロ　繰入資本金 922,188,392
　　自己資本金合計 2,202,875,925
資本金合計 2,202,875,925

７　剰余金

（１）資本剰余金

　イ　受贈財産評価額 27,986,088
　資本剰余金合計 27,986,088

（２）利益剰余金

　イ　未処分利益剰余金 145,560,827
　利益剰余金合計 145,560,827
剰余金合計 173,546,915
資本合計 2,376,422,840
負債資本合計 37,219,529,455

　　　※建設改良等の財源に充てるための企業債

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部
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会計書類に関する注記 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

 （１）有形固定資産 

   ・減価償却の方法    定額法による。 

   ・主な耐用年数 

    建物         50 年 

    構築物        50 年 

    機械及び装置     20 年 

 （２）無形固定資産 

   ・減価償却の方法    定額法による。 

   ・主な耐用年数 

    ソフトウエア      5 年 

 ２ 引当金の計上方法 

 （１）賞与等引当金 

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給、これらに係る法定福利費の支出に備え

るため、翌年度における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上

している。 

 （２）貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見

込額を計上している。 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ 貸借対照表関連 

 １ 企業債の償還に係る一般会計の負担 

   貸借対照表上に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算し

て１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込ま

れる額は 213,275,216 円である。 

２ 引当金の取崩し 

 （１）賞与等引当金の取崩し 

    令和６年度において、期末手当及び勤勉手当等を支給するため、賞与等引当

金 9,804,685 円を取り崩した。 

 （２）貸倒引当金の取崩し 

    令和６年度において、貸倒れの発生により、貸倒引当金 1,047,849 円を取り

崩した。 
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